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＜ルセフ大統領の弾劾審議＞

ブラジル：ルセフ大統領の弾劾手続き開始について

12月2日（現地）、ブラジル下院議会のクーニャ議長は、ルセフ大統領の弾劾手続きを開始する方針を発表しま

した。ルセフ大統領に向けられている疑義は、2014年の大統領選挙において政府資金の一部が流用され、これ

がブラジルの財政責任法に抵触するというものです。

＜今後の手続き＞

ブラジルにおける弾劾手続きは以下のように行われます。

下院議長の方針の下、全ての政党が参加する下院の特別委員会が設置され、10日以内に弾劾についての公

聴会を下院で開く必要性を決定します。

下院公聴会の開催が決まった場合は、下院本会議で審議されることになり、3分の2以上の賛成があれば、弾劾

審議は上院へ移されます（この段階で大統領は一時的に大統領職を離れ、副大統領が大統領職を臨時的に代

行します）。

上院での審議を経て、上院本会議において3分の2以上の賛成があれば大統領は弾劾されることになります。た

だし、180日以内に上院が決定を下さない場合は、大統領は復職できます。

＜市場への影響＞

連立与党は、下院で304議席（513議席中）、上院で53議席（81議席中）を占めるため、大幅な造反がなければ、

弾劾は否決されると思われます。各種報道でも弾劾が成立するとの見方は小さくなっています。

しかしながら最終的な結論が出るまでは相応の時間がかかる可能性が高いほか、国会審議の優先事項が弾劾

に移ることにより、財政健全化に必要な各種法案の審議や成立が停滞する可能性もあり、短期的には市場への悪

影響が懸念されます。
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お取引にあたっての手数料等およびリスクについて 

手数料等およびリスクについて 

 株式等の売買等にあたっては、「ダイワ・コンサルティング」コースの店舗（支店

担当者）経由で国内委託取引を行う場合、約定代金に対して最大 1.24200％（但し、

最低 2,700 円）の委託手数料(税込)が必要となります。また、外国株式等の外国取

引にあたっては、現地諸費用等を別途いただくことがあります。 

 株式等の売買等にあたっては、価格等の変動による損失が生じるおそれがあります。

また、外国株式等の売買等にあたっては価格変動のほかに為替相場の変動等による

損失が生じるおそれがあります。 

 信用取引を行うにあたっては、売買代金の 30％以上で、かつ 30 万円以上の委託保

証金が事前に必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うことが

できることから、損失の額が差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。 

 債券を募集・売出し等により、又は当社との相対取引により売買する場合は、その

対価（購入対価・売却対価）のみを受払いいただきます。円貨建て債券は、金利水

準の変動等により価格が上下し、損失を生じるおそれがあります。外貨建て債券は、

金利水準の変動に加え、為替相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。

また、債券の発行者または元利金の支払いを保証する者の財務状況等の変化、およ

びそれらに関する外部評価の変化等により、損失を生じるおそれがあります。 

 投資信託をお取引していただく際に、銘柄ごとに設定された販売手数料および信託

報酬等の諸経費、等をご負担いただきます。また、各商品等には価格の変動等によ

る損失を生じるおそれがあります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引コースや商品毎に手数料等およびリスクは異なりますので、上場有価証券等書

面、契約締結前交付書面、目論見書、等をよくお読みください。 

 外国株式、外国債券の銘柄には、我が国の金融商品取引法に基づく企業内容の開示

が行われていないものもあります。 
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